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生活再建の視点から見た集団移転の評価と今後のあり方 
 

 

（１）集団移転評価の視角 

 

東日本大震災では、津波によって沿岸部の市街地や集落が壊滅的な被害を受け、沿岸部

の津波災害の危険性が強く認識されたこともあって、その危険な沿岸部に居住することを

回避するために、津波のリスクのない安全な場所に集団移転することが、東日本の復興で

は広範囲に実施された。その集団移転事業の功罪を復興の実態から明らかにして、これか

らの復興事業や集団移転のあるべき姿を、本項で考察する。 

 

①  評価の視点 

防災集団移転は、防災を主たる目的で行われるために、防災や減災の側面からの評価は

欠かせない。と同時に、土地の態様や利用に大きな変化をもたらす事業だけに、土地利用

面からの評価も欠かせない。そして何よりも、被災者が生活する場であることから、生活

面からの評価が欠かせない。本稿では、災害から本当に安全になったかという防災面や、

有効な利用がはかられているかという土地利用面からの評価はさておき、被災者の豊かな

生活が再建できているかという生活再建面に、焦点をあて評価することにしたい。 

ところで復興は、被災の現実からスタートし、未来の社会をゴールとして歩んでゆく、

創造のプロセスである。それゆえ、そのあるべき姿は、「被災の現実」と「未来の目標」

の両面から捉えなければならない。創造的復興とは、未来につながる社会や地域を創造す

るということで、21 世紀にふさわしい市街地や居住地の形成に努めなければならない。震

災で明らかになった、高齢化社会や一極集中社会という現存の矛盾をどう克服するかとい

う視点からも、復興事業や集団移転を評価しなければならない。 

 

②  評価の項目 

被災者の立場あるいは生活の側面から復興を進めようとする時、「4つの生」の確保と

「6つの課題の実践」が欠かせない。この 4つの生と 6つの課題に焦点をあてて、集団移

転を評価する。なお、4つの生というのは、「生命、生活、生業、生態」の 4つである。1

番目の生命は、安全な暮らしが保証されているということで、先に述べた防災面の評価と

密接に関わってくる。３番目の生業は、生活の糧としての雇用、生きがいとしての仕事を

さしている。4番目の生態は、自然生態だけでなく社会生態も含んだもので、自然や歴史

とのつながりに加え、人と人のつながりも含んでいる。コミュニティの形成がこの生態で

は問われる。 

生活再建では、「医、職、住、育、連、治」という 6つの課題を目標として、真に豊か

な生活を取り戻すことが求められる。医は医療や健康、職は雇用や仕事、住は住宅や住環

境、育は保育や教育、連はコミュニティや環境共生、治はガバナンスや自律性をさす。こ

のうちの医は生命、職は生業、住と育は生活、連は生態に関わる。阪神・淡路大震災の復

興では、主として医、職、住を問題にしたが、東日本大震災では、それらに加えて、育、

連、治が問題になっている。 

 

（２）集団移転の概要 

東日本大震災後の復興では、高い津波リスクを避けるために、内陸部や高台の安全な場

所への移転がはかられた。沿岸部の 1万ヘクタールの土地に住んでいた約 3万世帯が、集

団的にあるいは個別的に移転することを余儀なくされている。このうち、公共事業によっ
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て宅地を造成し集団移転をはかる世帯が約 2万世帯、集団移転によらず個別移転や自力

移転をはかる世帯が約 1万世帯である。なお、本項で取り扱う集団移転による再建世帯数

は、東日本大震災の 20万とも 25 万ともいわれる全体の住宅再建世帯の、僅か 1割でしか

ないことに留意しておく必要がある。 

 

① 事業手法 

被災者のニーズの変化や用地確保の見通しの変化などにより、公的事業による集団移転

の地区数は時間経過と共に多少変化しているが、2014 年 3 月末の数字で 425 地区となって

いる。土地区画整理事業で 51地区、防災集団移転促進事業で 337 地区、漁業集落防災機

能強化事業で 37 地区が整備されている。平野部では区画整理によって宅地造成がはから

れ、内陸部への移転あるいは嵩上げ地への移転が目指されている。一方、リアス式海岸部

や半島部では防災集団移転か漁業集落防災で山地や高台への移転が目指されている。 

 

② 宅地完成時期 

復興計画の策定に時間がかかったこと、用地の確保が容易でなかったこと、山の切削や

低地の嵩上げに時間がかかったことから、宅地が完成し被災者に引き渡すまでに時間がか

かっている。被災 3県で完成した宅地数の比率は 3年後５％、4年後 22％、5年後 45％、

6年後 70％、7年後 84％と時間がかかっている。 

 

表１ 年度末での住宅と宅地の目標に対する完成比率                  

出典 復興庁「復興の現状と課題」１）により筆者が作成 

 

宅地の完成時期では、地域格差が顕著である。岩手県の田野畑村、釜石市の花露辺、陸

前高田市の広田、宮城県の七が浜町の菖蒲が浜、仙台市、岩沼市、亘理町、福島県の新地

町などでは、震災後 2年から 3年で宅地が完成し、住宅の再建が始まっている。内陸部に

用地が確保できた地域、合意形成に努めた地域で集団移転事業は、比較的早く進んでい

る。その反対に、岩手県の陸前高田市、宮城県の名取市など、大規模な区画整理を余儀な

くされたところ、用地の確保にてこずったところ、嵩上げなどで時間を要したところや、

合意形成に手間取ったところでは、移転のための宅地造成が著しく遅れている。岩手県

で、宅地整備が遅れているのは、平地が少ないために高台造成に時間がかかったからであ

る。 

 

③ 開発宅地規模
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④  

集団移転事業は、津波の危険性の高い約 15,000ha という広大な地域からの移転者を受

け入れるために実施される。その区域に居住していた自力で用地や住宅の確保が困難な約

5万世帯に、宅地または公営住宅を提供することが期待されており、宅地確保のために

400 箇所を超える地域で、土地区画整理事業、防災集団移転事業、漁業集落強化事業など

が実施されている。400 を越える地区で、約 2万区画の宅地整備が目指された。 

雲仙普賢岳災害や奥尻島津波災害など過去の集団移転事業では、平均して 50 戸程度の

移転であったのが、今回はそれとは比較できない膨大な宅地の供給が求められ、1地区

100 戸を越える事業が 70を超えるなど、大規模なものが目立つ。その大規模なものは、土

地区画整理事業によるものが多いが、防災集団移転事業でも少なからず行なわれている。 

その一方で、リアス式海岸部などでは、小規模な集落が多かったこと、広い用地が得ら

れないことのために、20戸未満あるいは 10戸未満という小規模なものが多くなってい

る。今回の集団移転では、超大規模な開発と超小規模な開発とが並存しているのが今回の

特徴である。 

 

表 2 集団移転地区の戸数規模別の件数 

 出展 復興庁の「住まいの工程表」（平成 29 年９月）１）に基づき、筆者が作成。 

 

⑤ 集団移転の形態 

どのような場所に移転先を求めたかについては、国土技術政策総合研究所の米野史健氏

の研究２）に詳しく紹介されている。リアス式海岸部では、非浸水地（浸水していない市街

地や縁辺部）で 4 割、浸水地（浸水した市街地を嵩上げで対応）で 2 割、高台移転地で 3

割の地区が整備されている。必ずしも、すべての地区が高台に移転したわけではない。他

方、平野部では、新市街地を作って移転するケースもあるが、それは移転地区の 1 割程度

と限定的である。大多数は、内陸部の浸水しなかった既成市街地で整備されている。 

集落の統合や分散がどのようになったかについては、神戸大学の槻橋修氏らの研究３）に

詳しく紹介されている。単独移転（1 つの地区が 1 つの地区に）が約４割、分散移転が（1
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つの地区が複数の地区に）が約２割、複合移転（複数の地区が一つ又は複数の地区に）が

約３割であったことが、明らかにされている。単独移転の場合は、比較的もとの場所近く

に移転しており、今までの生活圏が維持されているのに対し、分散移転や複合移転の場合

は元の場所から離れた場所に移転しており、新たに生活圏を作る必要に迫られている。 

 

（３）生活面からの評価 

 生命、生活、生業、生態という 4 つの側面から、集団移転での現状評価を試みる。 

① 安全性 

高台への移転あるいは防潮堤の建設や嵩上げ工事により、津波からのリスクが著しく減

少したことは、高く評価できる。防災拠点や防災施設の整備もはかられており、防災性の

向上が認められる。 

とはいえ、リスクは津波だけではない。土砂災害などその他のリスクにも配慮しなけれ

ばならない。山地や高台に移転したところでは、急峻な崖等の崩壊が危惧され、嵩上げや

埋め立てをしたところでは、不等沈下や地盤劣化が危惧されるので、それらのリスクに対

する対策の強化を忘れてはならない。また、防災はハードだけではなしえず、ソフトに充

実やコミュニティの強化が欠かせない。後述するように、コミュニティの脆弱化が進行し

ているところが多く、集団移転がコミュニティの脆弱化につながり、そのことが災害リス

クの増大につながっていることは、看過できない。 

② 利便性 

利便施設や公共施設のないところに移転するケースが少なくなく、またコミュニティの

高齢化が危惧される中で、積極的にコミュニティを維持し、生活の利便性を高める努力が

なされている。岩沼の玉浦西に代表されるように集会所や広場が積極的に作られているこ

とは、評価できる。福祉連携の取組みが進んでおり、女川市の運動公園の「ふれあいカフ

ェ」や多賀城市の桜木地区の「みんなのリビング」などの先進事例がある。 

しかし、日常生活圏から切り離されて作られた団地では、買い物その他の生活利便施設

が十分でない。「職住分離」の誤った考え方や防災集団移転事業の補助を住宅に限定して

いるという制度の限界があって、小規模な団地では日常生活に必要な施設が設置されな

い。車で遠くまで足を運ばなければならないという、状況にある。車の運転が出来ない高

齢者にとっては、近くに利便施設がないというのは、致命傷である。 

その中で、大船渡の「差し込み方式」のように、既設の生活圏あるいはコミュニティの

中に宅地を設置した集団移転の取組みは、既設の生活施設を活用して利便性を確保したと

いうことで、評価できる。 

③ コミュニティ性 

生態ということでは、人と人のつながりが問題となる。 

被災地の危険性を危惧しての流出、被災地での雇用がないことからの流出に加えて、住

宅再建や復興まちづくりに痺れを切らしての流出が止まらない。とりわけ、若者の流出が

激しく、岩手県を見ると、地域外への転出者の 7 割が 30 歳以下となっている。その結

果、高齢者だけが取り残される状況にあり、その傾向は集団移転団地や災害公営住宅で、

特に顕著である。 

この人口減少に関わって、集団移転先への移住希望者が、復興の遅れに伴って減ってい

る。集団移転団地の区画数を、当初の目標の２万８千戸から１万８千戸まで減らす措置を

講じたものの、応募者が集まらず、空き区画が少なからず発生している。その打開を図る

ために、被災者でなくても購入を可能にする、寄宿舎やアパートの建設を認めるといっ

た、対応がとられている。こうした状況の下で、既存のコミュニティが破壊され、高齢者

だけの世界が生まれて、コミュニティ力が減退しつつある。このことは、防災性能の劣化

にもつながっている。 
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この集団移転地への応募者の減少は、復興の遅れや建設コストの高騰もあるが、移転地

が生活環境としての魅力に欠けていることも関わっている。移転団地の生活環境としての

充実をはかることが、欠かせない。 

図１ 被災市町村（宮城県）における人口増減  

国政調査データから佐々木昌二氏が作成したもの４）を引用 
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